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変わる親会社，変わらぬ能力構築
――現場の存続と深層の競争力，能力構築の関係――

岸　　　　　保　　行 
鈴　　木　　信　　貴

要　　旨

本稿は，現場の存続と深層の競争力，能力構築の関係について，富士ゼロックスマニュファクチュアリ
ング（株）新潟事業所の事例を基に分析した．事例調査では，事業所を訪問し，工場調査と関係者へのヒア
リングをおこなうとともに，工場の関連資料の収集をおこなった．本稿の分析結果からは，売却，合併に
よって，親会社が変わったとしても，現場の能力構築によって培かわれてきた高い深層の競争力や組織能
力，さらには蓄積された知識，技術が継承されることで，その後も，扱う製品が変化したとしても高いパ
フォーマンスを発揮し，生産現場の存続につながるとともに，新会社の他の生産現場に影響を与えること
が明らかになった．

1.　問 題 設 定

本節では，まず，現場の存続と深層の競争
力，能力構築の関係を分析する意義について，
先行研究をレビューしながら，整理する．次
に，本稿で取り扱う事例について解説する．

1980年代以降，経営戦略論では，主に，ポ
ジショニングアプローチ（Porter, 1980）と資源
ベースアプローチ（Barney, 1986, 1991）の 2つ
の立場から議論されることが多くなった．ポジ
ションニングアプローチが，企業の外部環境に
注目するのに対し，資源ベースアプローチで
は，企業の内的要因に着目する．後者の研究の
流れに位置づけられるハメルとプラハラード
は，企業に蓄積された知識，技術の集合が競争
優位の源泉であるとし，この集合体を企業のコ
ア・コンピタンスと名付けた（Hamel & Pra-
halad, 1990）．
それでは，企業は，どのようにして知識，技

術の蓄積をおこなっているのだろうか．藤本
は，企業はそれぞれ独特の知識や技術の蓄積を

おこなっており，それは各組織が持つ規範や慣
行といった組織のルーティンによって蓄積され
ると論じ，そのルーティンの体系を組織能力と
名付けた（藤本，1997, 2003）．また，ティース
は，ダイナミック・ケイパビリティの概念を提
唱した 1）．ダイナミック・ケイパビリティと
は，急速に変化する環境に対応して，コア・コ
ンピタンスを統合，構築，再統合する企業能力
のことである（Teece et al., 1997）．
企業のコア・コンピタンス，組織能力，ダイ

ナミック・ケイパビリティに着目し，製品開
発，イノベーションマネジネメント，生産マネ
ジネント，企業間マネジメントといった分野
で，これまで多くの研究が積み重ねられてきた
（Clark & Fujimoto, 1991; 延岡，1996; Chris-

tensen, 1997; 藤本，1997; Teece et al., 1997; Ianstit, 
1998; 桑島，1999; Eisenhardt & Mariin, 2000; 
Zollo & Winter, 2002; 武石，2003）．
この分野の研究が積み重ねられていくに従っ

て，組織能力が高く企業の収益や製品シェアも
高い事例は，組織能力やダイナミックケイパブ

経済学論集 80–3・4 (2016.1)



経　済　学　論　集32

リティの議論と整合的であるけれども「組織能
力は高いが企業の収益や製品のシェアは低い事
例」，または「組織能力は低いが企業の収益や
製品シェアは高い事例」といった様々なケース
が見られるようになり，新たな枠組みが求めら
れるようになった．
藤本（2003）は，企業の競争力を「収益力」，

「表層の競争力」，「深層の競争力」，「組織能力」
の四階層に分け，議論している 2）．企業の収益
力に直接，影響を与えるのが表層の競争力であ
る．顧客に対して魅力的な製品・サービスを提
供していることが企業収益，シェアの源泉であ
り，表層の競争力は，価格，性能，納期，ブラ
ンドといった製品・サービスのパフォーマンス
の指標で測定できる．この表層の競争力を支え
ているのが深層の競争力である．深層の競争力
は，生産性，コスト，生産リードタイム，開発
リードタイム，開発生産性などの現場のパ
フォーマンスの指標で測定できる．その深層の
競争力を支えているが組織能力である．藤本
は，自動車産業の研究から，日本の自動車メー
カーが深層の競争力と組織能力をベースに競争
していることを明らかにし，それを能力構築競
争と表現した．
このように四階層に分けて考えると，生産現

場は強いが，製品戦略の力が弱いため企業の収
益は低い，または，生産現場は弱いが製品戦略
が強いため企業の収益が高いといったような説
明も可能となる．経営学の研究では，これまで
「収益力（またはシェア）」や「表層の競争力」が
競争力の指標として使われることが多かった
が，藤本が提唱した四階層に着目し，企業の競
争力を階層的に分析した実証的な研究もおこな
われるようになっている（新宅他，2014）．
今日の日本は，言うまでもなく無数の良い現

場が支えている（藤本，2012; 藤本，新宅，青
島，2015）．ここでの現場は，生産現場だけで
なく，開発現場，販売現場，サービス現場など
からなる．歴史を振り返ると，日本企業は，
1980年代からの一貫した円高傾向，1990年代
の中国の改革開放による低賃金国の出現，さら

には 2008年に発生したリーマンショックによ
る世界大恐慌といった歴史的な大きな変化を経
験し，グローバルレベルでの対応を求められて
きた日本企業は，中国を始めとした海外に新し
い工場を次々と作っていった．研究開発の現場
は国内に残し，維持するという日本企業が多
かったため，現場の中では，生産現場が一番，
厳しい局面にさらされてきたといえよう．
前述した様々な環境変化に対して，日本の工

場の現場は，深層の競争力，組織能力を強化す
ることで対峙してきた．現場単位でその存続に
向けた生き残りの戦いを繰り広げており，この
ような生き残りの中には，他社への売却，他社
との合併により生き残ったという事例もある．
最近では，半導体大手ルネサスエレクトロニ

クスが鶴岡工場を 2014年にソニーに売却し，
現在，ソニーセミコンダクタ山形テクノロジー
センターとして継続している事例がある．この
工場は，元々は 1964年に設立された NECグ
ループの工場であり，2010年，NECエレクト
ロニクスとルネサステクノロジが経営統合し，
ルネサスエレクトロニクスが誕生した際に，
NECグループから離脱し，ルネサスエレクト
ロニクス傘下に入った．すなわち，この鶴岡工
場は，親会社が 3度も変わっているにもかか
わらず，存続している現場である．
先行研究から考えると，売却，合併によっ

て，親会社が変わったとしても，深層の競争
力，組織能力，蓄積してきた知識，技術は，大
規模なリストラや人事異動が無い限り，変わら
ないはずである．たとえ，扱う製品・サービス
が変化したとしても，高い深層の競争力を持っ
た組織は，新しい製品・サービスでも高いパ
フォーマンスを発揮できるだろう．
深層の競争力についても，トヨタ生産方式に

代表されるような会社レベルの生産方式から論
じることも可能であるが，実際は，現場毎にそ
の競争力は異なるはずであり，当然ながら，同
じ会社でも高い深層の競争力を持った現場とそ
うでない現場があると考えられる．
新しい親会社は，買収，合併する各現場の深
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層の競争力，組織能力，蓄積してきた知識，技
術を評価して，現場の存続の判断をおこなうと
考えられ，競争力のある現場は生き残り，競争
力のない現場は，閉鎖されることになるはずで
ある．
もちろん，親会社が変わらずとも現場が閉鎖

されることはある．しかし，親会社が新しい会
社になるということは，今まで以上に厳しい評
価を受けるはずである．そして，親会社が変
わっても存続していく現場は，真に強い現場で
あり，高い深層の競争力と組織能力を持ってい
るからこそ，存続できると考えられる．そし
て，存続を果たした現場が，買収先の新会社の
現場よりも強い現場だった場合には，その新会
社の現場に影響を与えるはずである．
現場の存続については，以上のことが背景と

してあると考えられる．しかし，これらの議論
は，理論としては理解できても，果たして実際
はどうなっているのだろうか，現場の存続と深
層の競争力，能力構築の関係はどのようになっ
ているのだろうか．それらの問題を明らかにす
るためには，まず，最適な事例を選択し，丁寧
に事例を分析して検証していく必要がある．
本稿では，富士ゼロックスマニュファクチュ

アリング新潟事業所（以下，新潟事業所と略
す）の事例を用いて，問題を分析していく．新
潟事業所は，親会社が変わり，グローバル生産
体制の構築といった大きな環境の変化の中で
も，現場の能力構築，つまり，生産革新運動を
地道に続けることで，深層の競争力を高め，現
場の継続に成功した事例であり，本稿の問題を
明らかにするための最適な事例となる．
現場単位に目を向けて製造現場の生産革新運

動を見ていくことで，親会社が変わるなかで
も，現場で働く人員と現場の継続性によって能
力構築が続いていった側面を見ていく．そうす
ることで，親会社が変わる中で，なぜ，そして
どのようにして現場の能力構築が続いていき，
その後のグローバル生産体制へと変化していく
中で，なぜ現場が存続を果たしていくことが可
能となったのかを明らかにする．

新潟事業所の調査については，2014年 10月
22日，2015年 2月 2日の 2回に分けて実施し
た．事業所を訪問し，関係者へのヒアリング，
工場調査，関連資料の提供の依頼をおこなっ
た．これ以外にも，主にメールによって追加質
問やデータ確認をおこなった．
本論文では，第 2節で現在の新潟事業所が

辿った歴史について概観し，今日までの新潟事
業所の工場の歴史について確認する．第 3節
では，2000年に，当時，日本電気（以下，NEC
と略す）の生産拠点であった新潟事業所で開始
された生産革新運動が，その後，富士ゼロック
スのなかでどのように発展してきたのか，さら
には，どのような成果を挙げてきたのかを生産
革新運動の具体的な取り組みから，組織能力の
構築プロセスをみていく．第 4節では，中国
深圳工場でのプリンター生産へとシフトしてい
く流れのなかで，新潟事業所で生産する品目の
変化とその背景，さらには海外生産との関係の
なかでの新潟事業所の役割とその変化をみてい
く．第 5節では，新潟事業所が最終的には，
国内外の生産拠点のマザー工場となり，工場が
単なる生産拠点のみならず，顧客と企業とを結
ぶショールームとしての機能をもつようになっ
てきている側面を指摘する．第 6節は，考察
として，現場の存続と深層の競争力，能力構築
との関係について議論する．

2.　新潟事業所の歴史

2.1　NEC時代の新潟事業所
新潟事業所は，1973年に NECが新潟県柏

崎市に設立した柏崎製作所が源流となってい
る．柏崎製作所は，ドットプリンターの生産か
ら始まった．翌 1974年に新潟日本電気と名称
を変更し，パソコン，レーザープリンターの生
産を開始し，生産品目を増やしていった．
新潟事業所は，1985年のプラザ合意後の円
高の進展，1991年のバブル崩壊を乗り切って
きたが，1990年代後半から，デフレ不況，さ
らなる円高に晒され，「世界の工場」としての
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中国の台頭により，これまでに無い厳しい状況
を迎えていた．
以前から新潟事業所は，工場の生産性を高め

るべく，様々な道を模索していた．そうした
中，2000年に，当時，トヨタ自動車の張富士
夫社長が NECの社外取締役を務めていた関係
で，トヨタ生産方式（TPS）の指導で有名な岩
城宏一氏 3）の指導を受けることになった．
岩城氏の 2000年から始まる一連の生産革新
運動については，次節にて詳細を論じるが，岩

城氏の指導と従業員の必至の努力により，1年
間で生産性は大幅に伸び，新潟事業所は，
NECにおける TPS展開のモデル工場となって
いった．
しかし，同時期に，NECは，プリンター事

業そのものからの撤退を検討していた．そうし
た中，富士ゼロックスが OEMの生産委託で関
係を持っていた NECのプリンター事業の買収
を検討していた．新潟事業所でも富士ゼロック
ス製品の生産がおこなわれていた．富士ゼロッ

第 2–1表　富士ゼロックスマニュファクチュアリング新潟事業所　年表

 出所：新潟事業所の資料を基に筆者作成
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クスは，コピー事業に加え，プリンター事業の
拡大を目指し，M&Aによってシェアを拡大し
ていく戦略を取っていた．

2.2　NECから富士ゼロックスへのプリンター
事業の譲渡

富士ゼロックスは，2000年には，米テクト
ロニクス社の日本合弁会社であるソニー・テク
トロニクス社から国内プリンター事業を，米テ
クトロニクス社からは，アジア・太平洋地域の
プリンター事業を買収した．続いて 2001年に
は，OEMで関係を持っていた NECのレー
ザープリンター事業を買収した（富士ゼロック
ス，2013, p. 183）．
富士ゼロックスは，NECの本体・子会社の

レーザープリンター事業を譲り受けるととも
に 4），新潟日本電気（新潟事業所）の全株式を
取得する契約を結び，NECのレーザープリン
ターの事業要員は，新設された開発・販売会社
の富士ゼロックスプリンティングシステムズ 5）

と生産会社の新潟富士ゼロックス製造にそれぞ
れ移った．
新潟富士ゼロックス製造は，新潟日本電気を

引き継ぐ形で設立され，資本金 2億円（富士ゼ
ロックス 100％），約 500人の従業員の体制で，
NEC及び富士ゼロックスの OEM向けプリン
ターの開発生産をおこなうことになった（富士
ゼロックス，2013, pp. 183–184）．
なお，新潟事業所でおこなっていたパソコン

事業とその要員は，NEC米沢，NEC群馬に移
行され，その後，NECのパソコン生産会社は，
NECカスタムテクニカ 6）として統合されてい
る．
新潟事業所は，NECから富士ゼロックスへ
引き継がれた後も，岩城氏の指導による生産革
新運動が続けられた．NEC時代からの新潟事
業所の生産革新運動は，富士ゼロックス本社で
も高く評価されていた．その後，同事業所の取
り組みは，鈴鹿事業所など他の富士ゼロックス
の拠点にも広がっていった．

2.3　富士ゼロックスの組織再編と新潟事業所
富士ゼロックスは，関連会社を含めた全体で

TPSの導入を進めるとともに，生産部門をよ
り強化するために，2010年にそれまで分散し
ていた複数の生産拠点をまとめて，富士ゼロッ
クスマニュファクチュアリングとして再編し，
一つの会社に統合した．
それにともない，各生産拠点にあった設計機

能をすべて集め，横浜に富士ゼロックスアドバ
ンストテクノロジーを設立し，設計機能と製造
機能をそれぞれ別会社として再編した．それぞ
れの生産拠点の役割を明確化することで，製造
と設計開発の生産性を高めることが，この再編
の大きな目的であった．
各製造拠点での役割が明確化され，海老名事

業所は本社機能 7），鈴鹿事業所は基幹部品の製

第 2–1図　富士ゼロックスグループの再編
出所：  新潟事業所の資料を基に筆者作成
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造，新潟事業所はプロダクション製品・プリン
ターの組み立て，富山事業所は EAトナーカー
トリッジの製造，竹松事業所は消耗品の製造と
いう形で五つの製造拠点が担う役割がそれぞれ
明確化された．

2010年の組織再編により，生産機能と設計
機能が別会社化されたことで，富士ゼロックス
が企画・開発の上流を担当し，富士ゼロックス
アドバンストテクノロジーが設計・図面化し，
富士ゼロックスマニュファクチュアリングがそ
の図面に基づき各拠点で生産をおこなう形が取
られるようになった．
このような変遷を経てきた新潟事業所の

2014年 10月 1日現在の従業員数は，正社員は
268人であり，期間工などの直接雇用も含める
と 594人となっている．

3.　新潟事業所の生産革新運動

3.1　生産ラインの改革
岩城氏の指導のもとに 2000年から始まった
新潟事業所の生産革新運動は，同事業所の生産
ラインを進化させ，生産性を高めていった（表
3–1）．

1988年には 100 mあったプリンターコンベ
ア生産ラインは，岩城氏の指導により，初期リ
レー製造ライン 8）として 18 mまでに短縮し
た．最初に取り組んだ 2000年からの生産革新
運動の成果は大きく，2003年までに，加工工
数は半減，生産能力は 4倍，在庫は 3割減，
故障率は半減した．その後，2004年には 18 m
の製造ラインを 8 mまで短縮した．さらに，

2009年には，ラインをインライン化（inline: 
直列の）し，12 mの 2本の直列ラインで生産
効率をさらに高めた．
新潟事業所では，富士ゼロックスの関連会社

となった後，主に小型及び中型のプリンターを
生産していた．その後，徐々に生産が難しく付
加価値が高い大型製品の生産にシフトしていっ
ていった．2010年からプロダクションプリン
ター，広幅複合機の生産も開始された．
従来，このような大型製品は，小ロット生産

していたが，2014年に大型機混流リレー製造
ラインを立ち上げ，現在は，大型機の混流生産
が可能となっている．なお，小型・中型につい
ても 2013年から混流生産が可能となってい
る．
新潟事業所の一連のライン改革は，生産性を

高めると同時に，ラインの短縮で空いたスペー
スを他の生産に割り当てることで，工場の付加
価値を高めることにつなげている．
現在，新潟事業所では，年率で約 15％の生
産コストの減少を目標に生産ラインの改革，改
善をおこなっており，ローエンド製品について
は，究極まで改善が進んでいる．大型の場合
は，約 3年で生産コストが半減するように生
産ライン改革，改善に努めている．
新潟事業所では，このライン以外でも，作業

者ができるだけ組み立てやすいようにレイアウ
トや部品の置く場所を変更している．一台の組
立が終わり，また，最初の位置に戻る時に，戻
りながら次の製品の部品をセットできるように
するなど，できる限り，現場の人が働きやすく
効率的な組み立てができるように改善をおこ
なっている．
新潟事業所の一連の生産革新運動では，TPS

の基本にそって，実売と同期した生産，生産と
同期した調達を意識して取り組んでいる．もの
の流れを整備し，数値目標を仕組みで担保する
ように努めている．以前は，部品倉庫や最終製
品の倉庫に部品・製品が積みあがっていたが，
現在は，カンバン方式を導入し，部品の仕入先
から最終製品の倉庫までカンバンでつなぎ，で

第 3–1表　新潟事業所の生産ラインの改革

1988年　コンベア生産ライン　100 m
2000年　  生産革新運動スタート　初期リレー製造ライン　

18 m
2004年　基本リレー製造ライン　8 m
2009年　  インライン化リレー製造ライン　12 m×2　内製化

の拡大
2013年　小型・中型機混流リレー製造ライン
2014年　大型機混流リレー製造ライン

出所：新潟事業所の資料を基に筆者作成
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きるだけ無駄を無くす試みがおこなわれてい
る．
物流についても，生産革新運動が始まる前
は，効率があまり考えられていなかった．その
ため，製品を持ってきたトラックが，帰りは空
で帰ることがしばしば発生していた．現在は，
無駄を無くすために，往復の便で空のトラック
を作らないようにしている．効率をさらに高め
るために，基幹部品を生産する鈴鹿事業所から
富山事業所，新潟事業所に物を運ぶ途中にある
サプライヤー会社の部品を使うようにし，途中
の道で部品を積み込む工夫がなされている．

3.2　生産革新運動を支える“管援隊”の取り
組み

生産革新運動では人材が鍵となる．人の採用
については，以前は，新潟事業所で一括採用を
おこなっていた．富士ゼロックスマニュファク
チュアリングに再編された後は，工場の作業員
については，新潟事業所が主に地元の高校から
現地採用し，大卒についてはマニュファクチュ
アリング本社で採用する体制となっている．人
材の育成では，中核リーダー養成道場，ものつ
くり基本道場，XPW研究会 9）への参加を通し
て，人材育成をおこなっている．
新潟事業所の生産革新運動では，工場の従業

員が現場の改善をおこなうだけでなく，管理職
も一丸となって現場改善を手伝う「管援隊」と
いう仕組みを持っている．管援隊は，2001年
に，富士ゼロックスの関連会社となる前から新
潟事業所で発足したマネージャー（管理職）が
全員参加する組織である．ラインの改善など
で，多くの人手が必要な時に，現場の従業員か
らの要請で出動し，改善の支援をおこなってい
る．管援隊が出動するのは，通常は土曜日など
の休日で，人手を集め短期決戦で仕事を片付け
る．多い時は月に 2度ぐらい出動することも
ある．
管援隊の仕事については，管理職も「自分達

の職場は自分達で守る」という意識で取り組ん
でおり，職場の一体感を高めることにもつな

がっている．2001年から管援隊の取り組みを
初めていたため，2004年に中越地震が発生し
た時も，一丸となって対応に取り組むことがで
きた．管援隊は，現場の改善の他に，2005年
には自主研究会，2006年から実践会を開始し，
勉強会をおこなっている．管援隊は，NEC時
代の新潟事業所で始まった取り組みだが，現在
は，鈴鹿事業所など富士ゼロックスグループの
他の事業所でも同様の取り組みを展開してい
る．

3.3　新潟事業所から全富士ゼロックスへの展
開

新潟事業所の生産革新運動は，富士ゼロック
スの鈴鹿事業所や他の事業所に伝えられ，最終
的には，富士ゼロックス全体で TPSを導入す
るまでとなった．
富士ゼロックスの生産部門は，1980年頃の

デミング賞に挑戦した時から，他メーカーと比
較して弱いと指摘されていた．IEや QCによ
る努力は続けられてきたものの，品質やリード
タイムではまだまだ問題があり，2004年当時，
主要競合先とは売上高原価率で 5.5ポイント程
度の差があった（富士ゼロックス，2013, pp. 
275–276）．
そのため，2003年に，まず，鈴鹿事業所が

新潟事業所を参考に，TPS導入を決め，岩城
氏や新潟事業所の人が鈴鹿事業所で TPSの指
導をおこなった．鈴鹿事業所の成果を受け，
2004年には，富士ゼロックス全体で TPSを導
入することが決定した．
一般的に TPSの導入・浸透には約 4年を要

すると言われているが，富士ゼロックスでは，
2年で成果を出すべく取り組んだ．その結果，
全社在庫については，2008年には月度変動が
縮小し（フラット化）し，2008～2009年には約
2割の在庫低減を実現した．また，TPSは，
2004～05年は年率 5％レベル，2009年までに
は 10％レベルの原価低減の実現に大きく貢献
した（富士ゼロックス，2013, pp. 276–277）．
富士ゼロックスでは，2004年に TPSを導入
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し，2009年までは，TPSを進めていた．2010
年からは TPSを富士ゼロックス流に変えた
XPW活動を展開している．XPWとは，TPS
の本質的な部分は踏襲しつつ，富士ゼロックス
流のモノづくりを追及し続け，改善・改革をし
ていく考え方や取り組みを指している．
トヨタ自動車と富士ゼロックスの違いは，富

士ゼロックスの製品はトヨタ自動車の製品と比
べ，①需給波動が大きい，②海外生産・海外販
売のウエイトが高い，③消耗品ビジネス・リサ
イクルビジネスを抱える，ことであった．その
ため，TPSを富士ゼロックスに合うように翻
訳し，XPWを策定した．XPWの基本的な考
え方は，「お客様のための澱みのないしなやか
な流れづくり」である．
現在，富士ゼロックスでは XPW活動を推進
している．これまで見てきたとおり，XPWも
含め，一連の富士ゼロックスの生産革新運動
は，新潟事業所を原点としている．このことは
富士ゼロックスの社史にも「富士ゼロックスの
生産革新運動の原点となった TPS導入は，日
本電気からのプリンター事業買収によって富士
ゼロックスの一員となった新潟富士ゼロックス
製造を出発点としていた（富士ゼロックス，
2013, p. 276）．」と明記されている．

4.　中国深圳工場での生産と新潟事業所

4.1　中国深圳でのプリンター生産
富士ゼロックスは，1995年に中国深圳の工
場にて，プリンターの生産を開始している．当
時，富士ゼロックスの長期経営方針の重点課題
の一つであったプリンター事業は，90年代に
入り，市場競争で優位な立場を保証できる低コ
スト生産拠点が不可欠となっていた．そこで，
富士ゼロックスが 90％，ゼロックス社の中国
統括会社 Xerox China Limitedが 10％を出資
して，ゼロックス社が営業権をもつ中国・香港
と，富士ゼロックスが担当している東南アジア
との関係から，中国華南地区が有力となり，さ
らに日系部品メーカーが多く存在している深圳

市において，富士ゼロックスが主体となって生
産会社（ゼロックス深圳）を設立することを決
めた 10）．ゼロックス深圳の設立に際しては，
下記の 3点が基本方針として定められた．
①小型低速機市場は全面的に同工場で生産
し，中国市場でのゼロックスブランドの地
位向上に貢献する．

②中国社会から貢献する信頼される企業体質
の確立を目指し，従業員重視の視点をもつ．
③生産のみならず，将来的には開発能力の育
成を目指す．

ゼロックス深圳での生産品目は，当時の最先
端技術を駆使したローエンドのプリンターで，
米国ゼロックスを通じて全世界への供給が始
まった（富士ゼロックス，2013, pp. 150–152）．
その後，2001年 11月に，富士ゼロックスが米
国ゼロックス社からの中国事業権取得に伴い，
ゼロックス深圳は富士ゼロックス深圳へと名称
を変更している（富士ゼロックス，2013, p. 
214）．

2000年当時，富士ゼロックスは中型機以上
の大型機種の領域を主要なターゲットにしてい
た．その当時，小型のオフィスで使うプリン
ターの中でもパーソナルユースの領域は手がけ
ていなかったが，海外のマーケットからの要求
もあり，プリンターのバリエーションを小型の
ローエンドまで広げる決定がなされ，NECへ
の OEMが開始された．

4.2　新潟事業所の生産品目と深圳工場
2001年に，富士ゼロックスは，現在の新潟
事業所の前身であった NECのレーザープリン
ター事業を買収し，小型プリンター（モノクロ
A3機のローエンドプリンター）や複合機の生
産を開始するようになった．主力製品の仕向先
は国内であったが，一部，海外への輸出もおこ
なっていた．

2001年以降，新潟事業所で小型機の生産を
おこなう中で，2005年に海外生産への大きな
シフトがあり，この時に，新潟事業所で生産し
ていた小型機の一機種が深圳工場での生産へと
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移管された．当時は，小型機の新製品は，新潟
事業所で開発がおこなわれていたため，新潟事
業所で立ち上げ準備をした新製品を深圳に移管
する形が取られた 11）．

2015年現在，新潟事業所で生産される小型
機は，生産数の少ない機種のみに限られてい
る．本来，営業部門の戦略通りに動いていれ
ば，新潟事業所での小型機の生産は無くなって
おり，深圳で立ち上げる新機種に変わっている
はずであった．
しかし，実際には，製品の仕様が顧客のシス

テムと密接に繋がって使用されているため，従
前の機種のまま生産し続ける必要があり，新潟
事業所ではそういった少量生産の小型機種の生
産を現在もおこなっている．
新潟事業所では，2015年現在，仕事量（工

数）でいうと大型が 40％，小型（中型・スペア
パーツ含む）が 60％で，仕向地は小型機の
60％の内，国内向けが 80％，海外向けが
20％，大型機の 40％の内国内向けが 20％，海
外向けが 80％となっている．台数ベースでは，
全体の 85～90％が小型機の生産となっている．
大型機は，部品点数が 5,000～6,000点ある

ため，中に入っている主要部品のモジュールだ
けでも小型プリンターの 2台分となる．小型
機の部品点数が 300～400点ぐらいであること
を考えると，大型機はその 15倍の部品点数を
使っての生産となるため，仕事量（工数）が小
型機に比べると圧倒的に多くなる．

4.3　深圳工場での生産品目の国内回帰とそ
の背景

2015年現在，新潟事業所で製造している大
型機の一部，台数ベースで言うと大型機の生産
の 10％（大型機の仕事量（工数）の 5％）は，
深圳で生産していた分を移管して新潟事業所で
生産している．2005年頃に小型の一機種が深
圳に出ていったものの，深圳からは大型機の仕
事の一部が新潟事業所での生産に移管されてお
り，新潟での仕事量は，深圳（海外生産）との
関係では，大きな減少は無かった．そのため，
新潟事業所は，生産数の少ない小型機や顧客と
の擦り合わせが必要な大型機，さらには難しい
機種の生産に特化するようになっていった．
深圳工場で生産していたものを新潟事業所へ

移管した背景には，富士ゼロックス本社の全体

第 4–1図　2015年現在の新潟事業所の仕事量，仕向地，台数
出所：新潟事業所の資料を基に筆者作成
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最適を考慮した最適地生産の検討があった．
2011年頃に中国での生産品目の一部国内回帰
の検討が開始され，2012年に深圳で生産して
いた一機種を国内へ移管している．

2000年以降，富士ゼロックス全体で組み付
け工程などの人への依存度が高い仕事が人件費
の安い国へとシフトしていくようになったが，
2011年頃に富士ゼロックス本社で，自社が保
有するヒト・モノ・カネといった経営資源をい
かに効率的に利用し，組織として全体最適化さ
せていくかという議論がなされるようになっ
た．海外生産の比率が大幅に高まる中で，強い
生産力を維持・強化するために生産現場が国内
から無くなってしまって良いのかという懸念の
なかで，顧客への高品質を担保するために，製
品の特性から国内で生産した方が良いだろうと
判断される製品が出てきた．
国内に戻した仕事の 8割は，国内マーケッ
ト向けの製品であった．キー・パーツを国内か
ら輸出して，完成品を輸入するという形では，
真に付加価値をつける領域以外の物流などのも
のを動かす付帯付随のウエイトが高くなってし
まい，それらを考慮してトータルで見た時に，
国内に戻して生産しても十分に競争力を高める
ことができるという結論に達した．その際，日
本の生産の特性に合った製品を国内に戻すとい
う決断がなされ，結果的に①国内向けのシェア
があるもの，②部品点数が多いもの，③ボ
リューム的に月に何万台も出るようなものでは
ないもの，③繰り返し習熟が培われるようなも
のでないもの，が国内での生産へと移管される
ことになった．
富士ゼロックスは，1995年に中国深圳での

プリンター生産を開始し，主にこの工場から
ローエンドのプリンターを全世界に供給してい
る．深圳においては，国内と比べると作業者の
流動性が高く，作業者の習熟度を高めるのは困
難である．そのため，海外では基本的には簡単
な要素作業の組合せにして，繰り返し作業で生
産できる製品が向くことになる．
新潟事業所で扱う製品である複合機や大型機

の場合には，一つ一つの部品の組み付け調整に
よって製品の品質を担保している側面が大きい
ため，技能者が現場に定着し，安定した生産に
従事してもらう必要がある．日本は，人件費で
は中国に比べると割高となっているが，作業者
の安定性や習熟性から考えると，そういった組
み付けによって製品の品質を担保する生産には
日本人が向いているという判断が国内での生産
回帰に繋がった．さらに，QCDを担保するた
めに，トータルコスト，トータル原価，トータ
ル品質をみていくと，5,000点，6,000点の部
品がある大型機が擦り合わせの技術で成り立つ
となると新潟での生産が最適な生産地と判断さ
れた．
複合機の場合，生産台数もそれほど多くはな

く，大型機はタクトが 60分，120分となって
いる製品があり，一人が習熟しなければいけな
い工程がそれなりの数になり，従業員の真面目
さや勤勉さが関係してくる．海外で従業員が定
着していないところでは，安定したものづくり
ができなくなってしまう．さらには，生産する
製品の機能を理解していないと，単なる作業だ
けをおこなうだけでは，高い品質を担保でき
ず，単に作業ができるかどうか以上の製品への
理解といった要素が，高い品質の製品を生産す
るために必要になる．
新潟事業所の生産性を維持していくために

も，ある程度の仕事量が求められる中，本社の
グローバルでの全体最適化が検討され，国内で
何を生産すべきか議論がおこなわれ，新潟事業
所も，大型機や少量多品種製品，難しい製品の
生産に積極的に手を挙げていった．

2000年代以降，富士ゼロックスの海外生産，
海外販売の比重が高くなる中で，新潟事業所で
生産していくためには，中国に生産性や品質で
勝るものづくりをおこなっていくことを前提に
する認識を強くもつようになっており，既に詳
述してきたように，新潟事業所では，1990年
代後半の早い時期から TPSを導入し，それを
発展させた XPWを導入したことで，現場の生
産効率を高めてきた．新潟事業所のラインに
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は，様々な所にカラクリが導入されており，カ
ラクリを入れての生産性の競争では，深圳工場
に勝っていた．
新潟事業所での生産は，機種に依存している

というよりもむしろ，一人の持ち分が多い生
産，アウトプットの要求品質が高い製品，EOL
（end of life）となり，生産を止める時期に入っ
た製品で少量生産をしないといけない生産であ
る．生産数が大きく減ると，作業者は繰り返し
作業から離れていくことになり，そういった製
品を新潟事業所は積極的に生産している．

5.　新潟事業所のマザー工場化

5.1　新潟事業所のマザー工場化
2010年以降，新潟事業所での仕事量が減少

していく中で，組み立てをおこなう新潟事業所
ではどのように価値を生み出していくかが一つ
のポイントになった．深圳での生産が進む中
で，組み立てという観点では国内は大きなディ
スアドバンテージを持つことになる．
そこで新潟事業所はマザー工場としての役割

も持って取り組んでいかなければならないとい
うことになる．2000年に TPSを最初に導入し
た拠点であるという歴史から考えても，改善の
DNAは新潟事業所にあった．現場がなけれ
ば，技能は習熟できないし，改善力も育たな
い．富士ゼロックスとして現場力がどこかに必
要で，新潟事業所が最も適した場所であるとい
うことになった．
富士ゼロックスでは，2013年から，中国で
の賃金高騰の影響を受けベトナムのハイフォン
で小型プリンターの生産を新たに開始している
が，工場稼働前には，ハイフォン工場のキーと
なるベトナム人が新潟事業所に来日し，研修生
として生産に関するトレーニングを受けている．
さらには，今後は，新潟事業所は，マザー工

場として，富士ゼロックスマニュファクチュア
リング全体の統括を見据えている．富士ゼロッ
クス本社に生産現場が無いため，受発注の計画
までのすべての段取りをおこなえるように，生

産現場を持つ新潟事業所がマザー工場として機
能することが求められている．2015年現在で
も，海外を含めた生産拠点として，生産準備段
階の進め方，配膳を含む組立方式と連動した設
計設備（部品の内製化，設備の自前化），検査
方式の共通化，小自動化（からくり）の取り組
みを積極的に進めている．
また，富士ゼロックスのプリンター事業の生

産を担う拠点工場として，営業とリンクして，
営業がお客さんを新潟事業所に連れてきた際
に，改善や製造工程をみてもらう取り組みもお
こなっている．これは，富士ゼロックス全社で
展開している「ものづくりコラボ」と言われる
取り組みで，製造業に携わる顧客の持っている
問題を新潟事業所ではどのように対処している
のかを，実際に生産現場に来てもらい，見ても
らうという取り組みである．

5.2　“ショールーム”としての機能をもつ新潟
事業所

近年は，プリンターの生産においても，ハー
ド面だけでは十分ではなく，顧客の経営課題
を，製品がもっている機能とソフトを使って解
決していくことが求められる．「ものづくりコ
ラボ」は，メーカーとして自ら業務改善をおこ
なっている富士ゼロックスがその姿を顧客に見
てもらい参考にしてもらう取り組みである．と
りわけ，新潟事業所では，TPS，XPWの生産
革新の歴史を顧客に見てもらうことで，営業が
顧客との関係を構築しやすくなるというプラス
の影響を与える．多くのメーカーが生産革新や
風土革新といった課題をもっているが，その際
に富士ゼロックスの取り組みを紹介することが
可能になるため，営業が顧客とのコミュニケー
ションを取りやすくなる．
そのため，2012年頃からは，新潟事業所は，

単にプリンター製品の生産をおこなうだけに留
まらず，自社の生産を他のメーカーに理解して
もらうための “ショールーム ”としての機能も
合わせ持つようになった．工場が営業を支援す
ることで，顧客から一台でも多い注文を受ける
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ことで，新潟事業所の仕事にもつながっている．

6.　考　　　察

本稿では，これまで，現場の存続と深層の競
争力，能力構築の関係について，新潟事業所を
事例に分析してきた．
新潟事業所は，かつて 2001年以前には NEC
のパソコンとプリンターの主力生産工場であっ
た．NEC時代の 2000年に生産革新運動を開
始し，翌 2001年に富士ゼロックスがその生産
革新運動を高く評価し，買収した．買収後も継
続して生産革新運動がおこなわれ，その後，
XPWへと進化を遂げて今日まで生産革新活動
が進められてきた．
その間，プリンターの生産が海外へとシフト

し，国内の組み立て工場の存在意義が問われる
中，継続しておこなってきた生産革新運動の成
果から，日本国内でなければ生産できない製品
の生産に特化していくことになった．すなわ
ち，部品点数の多い複合機，さらには複雑で擦
り合わせを必要とする大型機の生産を担うこと
が可能となった．
さらには，プリンターの海外主力工場となっ

た深圳のマザー工場で EOLを迎えた製品の生
産を引き取り，新機種の立ち上げを新潟事業所
でおこなった後に深圳工場へとラインを移管す
ることにより，海外生産工場のマザー工場の役
割が増していった．
富士ゼロックスは，2013年に，ベトナムの
ハイフォンに新たな量産工場が設立されたが，
生産前にはハイフォン工場の核となるベトナム
人技能者が新潟事業所で研修をおこなってお
り，海外工場の親工場として連携している．
また，富士ゼロックスの「ものづくりコラ

ボ」活動の一環から，営業が連れてくる製造業
の顧客や大型機の顧客に生産現場を見学しても
らい，生産革新運動の成果を発信するととも
に，顧客の問題解決の支援をおこなうように
なった．新潟事業所が顧客のためのショールー
ムとしての機能を果たすようになっている．

新潟事業所がこれらのことを実現できた背景
には，2000年から開始し，たゆまぬ生産革新
による新潟事業所の能力構築にあった．管援隊
の活動に代表されるように，管理職と現場の作
業者が一丸となって現場の改善に取り組み，さ
らに多額の投資を必要としないカラクリを積極
的に導入していくことで，現場の生産性をこの
15年間で飛躍的に高めてきた．新潟事業所で
開発したカラクリを他の生産拠点に横展開して
いくことで，新潟事業所が富士ゼロックスの生
産革新運動の主導的な立場を取っている．
本稿は，このような新潟事業所の事例を分析

することで，問題設定の節で議論した下記の点
の検証をおこなった．
・売却，合併によって，親会社は変ったとして
も，深層の競争力，組織能力，蓄積してきた
知識，技術は，大規模なリストラや人事異動
が無い限り，変わらない．

・扱う製品・サービスが変化したとしても，高
い深層の競争力，組織能力を持った組織は，
新しい製品・サービスでも高いパフォーマン
スを発揮できる．

・新しい親会社は，買収，合併する各現場の深
層の競争力，組織能力，蓄積してきた知識，
技術を評価して，現場存続の判断をおこなう．
・存続した現場が，新会社の現場よりも強い現場
だった場合は，新会社の現場に影響を与える．
新潟事業所の事例からは各点の妥当性を確認

することができた．本稿の事例は，買収後も，
働いていた従業員やこれまで蓄積してきた知
識，技術をベースにして，能力構築を継続する
重要性とともに，高い能力を持った現場は，買
収企業側の生産拠点全体の能力構築の核となり
得ることを示している．本論文では，現場力を
ベースにした買収が，その後の買収企業の能力
構築の核となり，グローバル生産体制が敷かれ
るなかで，国内の他の現場を進化させ，維持し
てきたことを，現場の視点から明らかにした．
他方，本稿の分析の限界も指摘しなければな

らない．本稿が取り扱ってきた新潟事業所の事
例は，買収前から新しい親会社の製品の OEM
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生産をおこなっていたため，その後，プリン
ターの他に中型，大型のコピー機などの製品の
生産も手掛けることになるが，深層の競争力，
組織能力の応用がスムーズにおこないやすい事
例であったともいえる．
今後，他の事例との比較検討を通して，現場

の存続と深層の競争力，能力構築の関係につい
てさらに分析を深めていく必要があるであろう．

1）　藤本の組織能力とティースのダイナミック・
ケイパビリティとの関係については藤本（1997），
福澤（2013）を参照のこと．

2）　藤本（2003）では，「表層（表）の競争力」，「深
層（裏）の競争力」と表現されている．「表の競争
力」，「裏の競争力」という言葉で説明されること
もあるが，本稿では「表層の競争力」，「深層の競
争力」で統一する．

3）　岩城宏一氏（1936～2012年）は，1960年に自
動車時計，自動車計器類の開発，生産をおこなう
ジャコーに入社．1976年にトヨタ自動車の大野
耐一氏によるトヨタ関連企業を対象としたトヨタ
方式自主研究会に入会．1996年に長野ジャコー
社長に就任．2000年に同社を退社し，トヨタ生
産方式のコンサルティングをおこなう岩城生産シ
ステム研究所を設立．NEC，富士ゼロックスな
ど多くの企業の生産現場の改善を手がけた．

4）　NECは，2001年 4月 26日のプレスリリース
「緊急構造改革施策について」にて，レーザープ
リンター事業の富士ゼロックスへの譲渡の他に，
国内パソコン生産拠点の統合，ノートパソコン・
モニター向け汎用液晶の生産からの撤退，海外
DRAM生産からの撤退を発表した（出所：NEC
プレスリリース「緊急構造改革施策について」
http://www.nec.co.jp/press/ja/0104/2604.html　
2015年 3月 1日アクセス）．

5）　富士ゼロックスプリンティングシステムズは，
2003年に富士ゼロックスプリンティングシステ
ムズ販売株式会社に社名変更した．

6）　NECカスタムテクニカは，その後，NECグ
ループでのパソコン事業の合併，分社化に伴い，
2003年に NECパーソナルプロダクツ，2011年
に NECエンベデッドプロダクトに社名変更した．

7）　富士ゼロックスでは，2006年から推進してい

た生産技術統合戦略のもと，各工場に分散してい
た生産技術を集積・統合することで，原価削減，
品質ロスコスト削減，垂直立ち上げによるリード
タイム短縮などを実現し，数百億円規模のコスト
削減に向けた取り組みをおこなっていた．その中
核を担うのが，生産技術のマザー工場と位置付け
られた海老名事業所であった．中国への生産移転
に伴い，2005年に生産工場としての幕を閉じた
同事業所は，2008年から約 100億円を投じて
「生産技術工場」へ生まれ変わった．新規技術開
発や生産技術開発をおこなう「生産技術セン
ター」と，量産の確認・検証をおこなう「量産パ
イロット」からなり，オール富士ゼロックスのも
のづくり技術を結集して，生産技術の開発や生産
準備のスピードアップ，コストの効率化などに取
り組み，その成果は各工場で活かされている（富
士ゼロックス，2013, p.346）．

8）　リレー製造ライン（生産方式）とは，各作業員
が自分の作業をこなしながら，前後の工程で，早
く終わった方が遅れている方を支援することに
よって，ライン全体の能率を向上させる製造ライ
ン（生産方式）のこと．大野耐一氏が，陸上リ
レーの場合にバトンタッチゾーンで速い人は遅い
人のカバーが可能であることから，ライン作業に
おいても陸上のリレー方式でなければならないと
説いたことが名前の由来となっている（大野，
1978）．

9）　WPW（Fuji Xerox Production Way）活動につ
いては次節にて解説する．XPW研究会は，XPW
活動の一環として，オール富士ゼロックスのメン
バーを対象とし，毎年，生産拠点を回って，開催
拠点のメンバーを交え，期間中に改善活動を完了
させるという実践的な研究会である．

10）　この時点では，中国での販売権は米国ゼロッ
クスがもっていたが，同社はゼロックスグループ
としてグローバル展開を図るための最適生産を優
先し，富士ゼロックスに中国での生産を任せた
（富士ゼロックス，2013, p.151）．

11）　現在は，中国での生産技術力が向上したため，
開発的な試作を除けば，各機能からの支援を受け
ながら，直接立ち上げをおこなっている．
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